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土地基本方針関連施策の全体像

国土利用計画（土地取引届出規制等）

優良農地の確保（土地改良等）

森林の多面的機能発揮（造林、間伐等）

都市計画による土地利用・開発規制

都市の脱炭素化

市街地火災・震災対策

防災集団移転（被災後）

治山、治水、土砂災害対策

都市緑化、緑地保全

土壌汚染等対策

地球温暖化対策

不動産投資市場の活性化、取引環境整備
（リート、不動産特定共同事業等）

地籍整備

地価公示等

地域管理構想

農地の集積・集約化（地域計画）

遊休農地対策

都市再生 スーパーシティ構想

まちなか再生（ウォーカブルシティ）

コンパクト・ネットワーク（立地適正化計画等）

都市のスポンジ化・低未利用土地対策

空き家対策（管理不全対策、活用促進）
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事前移転の事業化

流域水害対策、水防災に対応した土地利用

グリーンインフラ、Eco-DRR

自然共生、国土の多様性維持
（地域循環共生圏、自然共生サイト）

不動産登記情報の最新化、データ公開

不動産情報の整備提供（不動産ID、3D都市
モデル、災害リスク情報開示等） 1
重要土地等調査法に基づく土地等利用状況調査等

森林経営管理の集積・集約化（森林経営管理制度）

不動産流通市場の活性化（空き家・空き地バンク、
インスペクション、取引オンライン化）

（ESG投資、社会的インパクト投資）
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我が国が直面するリスクと構造的変化（国土形成計画（全国計画）から抜粋）



土地政策で目指すべき方向性

カーボンニュートラルの達成

ｸﾞﾘｰﾝｲﾝﾌﾗ

社会的インパクト不動産の普及

デジタル技術の活用促進

人口・世帯数減少

土地の所有意識の変化

少子高齢化

国際環境の変化への対応

大規模災害リスクへの対応

ネイチャーポジティブの実現

Eco-DRRGX DX
+

+
等



次期土地基本方針での新たな記載が想定される事項①

4

１．最適な土地利用への転換・適正な管理の確保

＜管理不全空家の発生抑制、利活用等の推進＞

＜空き地対策と空き家対策の一体的推進＞

＜マンション等の区分所有建物の所有者不明化、管理不全化への対応＞

＜土地の利活用・管理に関する課題に対応した新たな方策の検討＞

【空き家・空き地、所有者不明土地対策】

＜民事基本法制の見直しによる登記情報の最新化＞
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１．最適な土地利用への転換・適正な管理の保持（つづき）

＜農用地区域（ゾーニング）の変更に係る国の関与の強化＞

＜新たなグリーンインフラ推進戦略＞

【環境：気候変動への対応】

【農地関係】

＜地域脱炭素化促進事業制度による地域主導の再エネ導入の推進＞

次期土地基本方針での新たな記載が想定される事項②

＜農山漁村活性化法に基づく農用地保全＞

＜みどりの食料システム戦略に基づく環境負荷低減の取組＞
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＜大規模盛土造成地の安全対策の推進＞

＜事前復興まちづくり計画策定の促進＞

１．最適な土地利用への転換・適正な管理の保持（つづき）

【防災・減災：災害リスクへの対応】

【その他：国際環境の変化への対応】

＜安全保障等の観点からの土地の利用と管理＞

次期土地基本方針での新たな記載が想定される事項③

＜流域治水の推進＞
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２．土地の流動性の確保

＜法人取引量指数の公表＞

＜「社会的インパクト不動産」の実践ガイダンス」の作成・公表、周知・促進＞

＜デジタル証券等の新たなファイナンス手段に対する投資家保護と適正な育成＞

３．人材・担い手の育成・確保/円滑な資金の確保

＜地域における宅地建物取引士の確保＞

＜スモールコンセッションの推進＞

＜不動産鑑定士の担い手確保＞

次期土地基本方針での新たな記載が想定される事項④
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５．必要な規制・制度の見直し

４．情報の整備・連携・活用

＜不動産関係ベース・レジストリの整備・推進＞

土地・不動産分野における地域の様々なサービスや活動において効率性・生産性の向上につなげるため、
デジタルトランスフォーメーション（DX）を加速化する。

＜土地・不動産情報ライブラリの運用＞

＜建築・都市のＤＸ＞

＜地籍整備の更なる円滑化・迅速化＞

次期土地基本方針での新たな記載が想定される事項⑤


